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第1章. 調査の概要 

1.1. 調査の背景・目的 

ASEAN 諸国をはじめとした新興国の都市部においては、急速な都市化による渋滞や大

気汚染等社会課題の発生と中間層の拡大による生活水準向上ニーズの顕在化により、デ

ジタルサービスを活用して社会課題を解決し、生活の質を向上させるスマートシティ開

発に大きな関心が寄せられている。同様に、新興国の村落部や島しょ部においても、所得

水準の向上に伴って、生活水準の向上に向けて、電化や通信網の整備等が急速に進みつつ

あり、これに伴うエネルギー需要の増大が見込まれている。 

2019 年 10 月の第 44 回経協インフラ戦略会議においてもスマートシティの海外展開が

テーマとして取り上げられ、各省連携してスマートティの海外展開を推進していくこと

が確認されたところ、都市部におけるスマートシティ開発とパラレルに発生し得る、村落

部や島しょ部における電化・デジタル化に伴うエネルギー需要の増大への対応を、スマー

トシティの海外展開とパッケージとして検討していく必要がある。 

ASEAN 諸国をはじめとした新興国の無電化／弱電化村落部や島しょ部では、旧式の

ディーゼル発電機による発電が主力となっており、発電コストが高額となると同時に環

境負荷も高いため、ESG 投資といった観点から今後、再生可能エネルギー等の導入が期

待されている。一方で、新興国の無電化／弱電化村落部や島しょ部は、大きな系統と接続

するためには山間や海底送電線の設置コスト等を要するため採算性がとれない場合も多

い。そのため、本調査では、日本企業の知見や技術を活かして、太陽光や風力等の再生可

能エネルギーと蓄電池、さらにはスマートメーター等の遠隔監視システムを組み合わせ

たマイクログリッドシステムの導入可能性を調査するとともに、通信網の整備等デジタ

ル化及び当該デジタルインフラを活用した生活水準向上サービスの導入可能性について

も調査し、これらマイクログリッドシステムやデジタルインフラの導入コストを回収す

るための料金徴収システム等の提案を行い、無電化／弱電化地域及び島しょ部への分散

型スマートインフラ導入マスタープラン策定を実施する。併せて、同マスタープランの水

平展開の可能性についても調査する。 

また、相手国政府（中央政府及び地方政府）のエネルギー政策やインフラ整備計画への

提言も検討し、これらの調査を通じて、ASEAN 諸国等での再生可能エネルギーの導入促

進やエネルギー利用高度化を支援することを目的とする。 

 

 

 

1.2. 調査対象国 

調査対象国については、ミャンマーとし、将来的には ASEAN 諸国への展開を図るもの

とする。ミャンマーを選んだ理由は３点である、すなわち、１．双日が出資している通信
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E) 料金徴収システムの提案 

（４）分散型スマートインフ

ラ導入マスタープラン策定、

並びに（２）及び（３）のシス

テム導入に当たって適用可能

な日本企業の技術、知見に関

する調査 

A) （２）及び（３）の調査結果を踏まえた分散型ス

マートインフラ導入マスタープラン策定（無電化

／弱電化村落部或いは島しょ部） 

B) （２）及び（３）の調査分野における日本企業が有

する関連技術や取組み状況の調査 

C) 日本企業が参入可能となる仕様・条件の上記マス

タープランへの反映に向けた調査 

（５）上記マスタープランの

ＡＳＥＡＮ諸国等の他地域へ

の水平展開の可能性調査 

A) 分散型スマートインフラ導入対象地域の選定条件

の検討 

B) 分散型スマートインフラ導入の可能性のある地域

や島の可能性調査・選定 

（６）上記マスタープラン等

の実現性を高めるための提案 

A) ＡＳＥＡＮ諸国政府等へのエネルギー政策やイン

フラ整備計画への提言に関する検討 

B) 分散型スマートインフラ導入に向けた公的基金設

置等のファイナンス手法の提言に関する検討 

 

 

 

1.4. 調査の実施体制 

調査業務は双日株式会社を主体として行った。現地調査については、ヤンゴン支店から

も協力を得て実施した。 

外注先として、edotco Myanmar Limited（以下、edotco）、株式会社すららネット、株式

会社 NTT データ経営研究所の協力を得た。 

edotco は通信タワー事業会社であり、双日は 2019 年 11 月に edotco に出資参画してい

る。同社は、ミャンマーの大手携帯電話事業会社 4 社と通信タワーの長期リース契約や電

力供給を含めたサービス契約を締結し、既に約 2,000 塔の通信タワーを管理運営している。

調査において、edotco は通信網等デジタルインフラに関する現地ヒアリングや検討を支援

したほか、将来的な事業のステークホルダーとして収益モデルの検討等にも協力した。 

すららネットは、小中高生向けクラウド型学習システム「すらら」の開発・販売等を展

開している。既に、スリランカ、インドネシア、インドで事業を展開しており、学習機会

に恵まれない子どもたちや、学力差を埋めるための基礎学力強化という点で貢献してい

る。ミャンマーでの事業展開も視野に入れており、今回の調査事業の一環として、コミュ

ニティにおけるデモンストレーションを実施し、実現可能性を確認した。 

NTT データ経営研究所は、基本情報の調査、各種検討に必要な政策調査を担当したほ
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いる。 

 

生活水準向上サービス 

生活水準向上サービスについては、「公共サービス」「決済サービス」「SME（中小ビジ

ネス）」の 3 つに分けて整理を行う。 

「公共サービス」については、医療や教育等「BHN：Basic Human Needs」を満たす

ようなサービスとなる。政府等が担うことが期待されるが、新興国において不十分である

ことも多い。当調査においては、すららネットと協力して、デジタルインフラを活用した

遠隔教育のデモンストレーションを実施する。 

「決済サービス」について、無電化・弱電化エリアにおけるコミュニティでは、決済は

現金や現物に依存している。デジタルインフラへのアクセスが可能となると、IC カード

や携帯電話ネットワークを活用した決済サービスを導入することが可能となる。こうし

た決済サービスの利用履歴から、消費動向等を把握することができ、新たなビジネスを創

出できる可能性がある。また、決済履歴は与信情報となり得るために、マイクロファイン

ナンス等の利用可能性を拡大することができる。 

「SME（中小ビジネス）」は Small and medium-sized enterprises を意味し、無電化・

弱電化エリアにおける中小規模、時にはきわめて小さな「マイクロ規模」のビジネスを指

す。SME が発展しなければ、デジタルインフラが到達してもコミュニティの所得は上昇

せず、生活レベルも向上しないことになる。同時に、こうした SME は電力、通信といっ

たデジタルインフラの主要なニーズとなる。 

一方、ビジネスの規模が大きくなれば、相応の初期費用が必要となる。加えて、サプラ

イチェーンの整備等、コミュニティ外とのやり取りも発生する。 

 

マスタープランの特色 

マスタープランの特色は、「生活水準向上サービスを展開するための財源」を考慮して

いる点にある。上図では、黄色矢印の②で示しているが、通信タワー会社はコミュニティ

の公共用地にタワーを建設し、用地のリース料金を支払う。また、ミニグリッド事業者は

配電等における土木工事の一部や、維持管理業務をコミュニティに発注し、その対価を支

払う。リース料金や対価をコミュニティにおける原資として、公共サービスに必要な PC

やタブレット等の初期費用や維持管理費用にあて、SME については事業の開始に必要な

資金を提供することができる。 

このように、無電化・弱電化エリアにおける主要なインフラである「通信」と「電力」

からコミュニティへの資金の流れを作ることで、実現可能性の高いモデルを実現してい

る点が特色となる。 

 

ミャンマーでは、「地方電化施策としての独立型ミニグリッドの初期費用拠出」、「通信



8 

 

インフラへのアクセス向上を目的としたファンド」が存在しており、さらに 2019 年 12

月に成立した村落開発法に基づく、「村落開発基金」の制定が進められている。提案マス

タープランを、こうした地方開発に関する政策や支援制度を包括的に実現することがで

きるものとして検討、提案する。 

 

 

 

1.7. 2021 年クーデターについて 

2021 年 2 月 1 日に発生したクーデターの影響については、現時点で論じることは困難

である。特に断りがない限り、クーデター前後で事業環境に変化がないという前提で調査

を進めるものとする。 

 

 

 

1.8. その他 

レートは、特に記載がない限り、1 ミャンマーチャット＝0.075 円として換算した。 

 

ミニグリッドとマイクログリッドの使い分けについて、特に記載がない限り、DRD に

よる 60:20:20 モデルによって建設される、独立型の再生可能エネルギーを導入した発電、

送配電設備をミニグリッド、マスタープランで示す同様の機能を持つ設備をマイクログ

リッドと称する。 
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気候  雨期（5 月中

旬～10 月中

旬） 

 乾期（10 月中

旬～5 月中

旬） 

 年間降雨量 

1,000～
2,000mm 

 夏（3～5 月） 

 雨期（5 月中

旬～10 月） 

 冬期（11～2 

月）年間降雨

量 700～
1,000mm 

 雨期（5 月中旬

～10 月中旬） 

 乾期(10 月中旬

～5 月中旬） 

 年間降雨量 

2,200～
28,000mm 

 年間降雨量 

3,000～5,000mm 

地形／耕

地の特性 

 高山、山脈、

森林地帯 

 多雨量地域が

あり、河川が

発達 

 渓谷地帯で作

物栽培、丘陵

部は焼畑農業 

 平坦地形で半

乾燥、乾燥地

域 

 灌漑水による

稲作。天水田

各所で見られ

る。 

 Ayeyarwaddy 

デルタと 

Sittaung デルタ

から成る低平地 

 面積 310 万 

ha、稲作中心の

単作農業 

 耕地は Mon、

Tanintharyi、

Rakhine 沿岸部

に展開 

 

主要農産

物と 

ポテン

シャル 

 コメ、小麦、

トウモロコ

シ、ソルガ

ム、野菜、サ

トウキビ 

 土壌、地形か

らアグロフォ

レストリーに

適している 

 コメ、ラッカ

セイ、ゴマ、

豆類、油糧種

子等多品目作

物栽培 

 コメ、豆類 

 コメ生産量は全

国の 60％を占

める 

 コメおよびゴ

ム、オイルパー

ム等の永年作物 

 コメ自給地域 

 ゴム、ココナ

ツ、オイルパー

ム開発ポテン

シャル高い 

農業生産

性の 

課題 

 林地は焼畑耕

作で劣化、土

壌侵食、堆

砂、水資源の

枯渇が見られ

る。 

 肥沃な平野が

なく、大規模

農業が営まれ

ない。 

 農作物の増産

は灌漑施設の

改良と水路の

維持管理 

 ゴマ収量は気

象条件により

左右される 

 コメの不足地

域 

 農業生産にとっ

て問題ない地域

とされている

が、洪水対策、

排水改良が必要 

 洪水対策、排水

改良が必要 
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図 5 ミャンマーの農業ゾーニング10 

 

 

 

 

2.2. 当該地域の電力の供給信頼度、需給安定化及び電化率の向上に向けた目標と施

策の把握 

2.2.1 電化政策の概況 

地方電政策と国家電化計画 

提案マスタープランは、電力供給が不安定な弱電化エリア、電力へのアクセスが全く整

備されていない無電化エリアにおける展開を志向している。こうした、弱電化・無電化エ

                                                   
10 JICA ミャンマー国農業セクター情報収集・確認調査 
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リアに関する政策を整理すると共に、その実態を調査した。 

2021 年時点のミャンマーの電化率は世界銀行によると 66.3%11、ミャンマー政府は

2021 年 1 月に電化率が 58%に達したとしている12。ただし、都市部と地方部との電化率

には大きな乖離があり、都市部では Yangon では 80%近いものの、地方では 20%程度と

いわれている。 

 

2014 年に、ミャンマー全体の電化率向上を目的に、世界銀行、ESE(Electricity Supply 

Enterprise、ミャンマー配電公社)、DRD(Department of Rural Development、現：農業・

畜産・灌漑省 地方開発局）の 3 者は National Electrification Plan(NEP、国家電化計

画13)を策定した。計画によると、2030 年には電化率を 100%にするという目標が掲げら

れている。下図は、2030 年までのロードマップとなる。 

 

 

図 6 2030 年の 100%電化に向けたロードマップ14 

 

図 7 は系統接続の優先順位を示している。2030 年までには、ナショナルグリッドの整

備による電化率 100%の達成が計画されているものの、近年ではナショナルグリッドの到

                                                   
11 Access to electricity (% of population) 

https://data.worldbank.org/indicator/EG.ELC.ACCS.ZS?locations=MM 
12 Myanmaer Times 

https://www.mmtimes.com/news/whole-myanmar-be-powered-national-grid-

2030.html 
13 Columbia University, Earth Institute , National Electrification Planning for Myanmar 

(NEP):National Geospatial, Least-Cost Electrification Plan, August 2014;  
14 NEP より 
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達優先順位の低い地方部において、再生可能エネルギーを導入した独立型のミニグリッ

ドを整備することの必要性も認識されつつある。なお、ミャンマー政府における担当分け

として、ナショナルグリッド接続エリアは電力・エネルギー省(MOEE：Ministry of 

Electricity and Energy)、オフグリッドエリアの電化は、農業畜産灌漑省(MOALI：

Ministry of Agriculture, Livestock and Irrigation)の地方開発局（DRD：Department of 

Rural Development）が担当している。 

 

 

図 7 NEP に示された系統接続の優先順位15 

 

世界銀行による支援 

2030 年までに電化率を 100%とする NEP の目標達成のために、世界銀行は 2015 年か

ら 2021 年までに総計 4 億ドルを投じるプロジェクトを実施している。その内訳はナショ

ナルグリッドの整備に 3.1 億ドル、ナショナルグリッドに接続しない「オフグリッドエリ

ア」の電化に 0.9 億ドルとなる。 

表 6 は、世界銀行による 2021 年 3 月末までとなるプロジェクトの目標と、2020 年 12

月時点での進捗状況となる。いずれも、電力を利用することができるようになった人数を

示している。「グリッド接続」は文字通りナショナルグリッドの延伸による電化である。

「ミニグリッド（再エネ）」は再生可能エネルギーのみを利用したミニグリッドであるが

家庭の電化に使用される SHS（ソーラーホームシステム）を含んでいる点に注意が必要

となる。「ミニグリッド（ハイブリッド）」は、ディーゼル発電機等再エネ以外の電源を含

                                                   
15 NEP より 
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むものである。ミニグリッド（再エネ）のイメージは、安価な SHS を普及させることで

電化率を向上させようとするものであるが、SHS では照明と携帯電話やスマートフォン

を充電する程度の需要を満たすのみである。提案マスタープランについては、達成率が低

いミニグリッド（ハイブリッド）を拡充するものとして期待されるであろう。 

 

表 6 世界銀行による電化プロジェクトの目標と実績16 

 

 

 

2.2.2 グリッド接続エリアの延伸 

今後のグリッド整備に対する支援 

前項で整理したように、2030 年までにナショナルグリッドの延伸によって電化率を

100%にするという目標があり、それを促進するものとして世界銀行によるプロジェクト

も実施されている。さらに、2020 年 12 月には、アジア開発銀行がナショナルグリッドの

整備に 1.71 億ドルのローンを拠出することが発表された17。資金は Kayin、Ayeyarwady、

Bago、Magway を対象エリアとし、44 か所の変電所と約 1,000km の送電網の整備に使

用され、2,815 カ所のコミュニティにおいて、40,300 世帯を電化することが計画されて

いる。 

一方、ナショナルグリッドの延伸が順調ではないことは、世界銀行プロジェクトの進捗

状況から伺い知ることができる。 

 

                                                   
16 The World Bank, Disclosable Version of the ISR - National Electrification 

Project - P152936 - Sequence No : 11 を基に作成 

https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-

reports/documentdetail/815361610079110143/disclosable-version-of-the-isr-national-

electrification-project-p152936-sequence-no-11 
17 アジア開発銀行ニュースリリース”171 Million ADB Loan to Help Expand 

Electricity Access in Myanmar” 

https://www.adb.org/news/171-million-adb-loan-help-expand-electricity-access-

myanmar 

目標(人)

(2021年3月末)

実績(人)

(2020年12月)
達成率 備考

グリッド接続 3,212,500 1,638,311 51%

ミニグリッド

（再エネ)
2,282,500 1,837,850 81%

再エネのみ

ソーラーホームシステム含む

ミニグリッド

（ハイブリッド)
177,500 65,780 37% 再エネとディーゼルとのハイブリッド含む

総合計 5,672,500 3,542,930 62%
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電力品質 

ミャンマーにおいてナショナルグリッドに接続されている場合でも、その電力品質が

非常に低いという点に留意すべきである。下図は、ASEAN 諸国における、企業における

停電経験率と（青）、送配電ロス（黄）を示している。停電経験率は 90%、ロス率は 16%

を超えており、ASEAN 諸国の中でも電力品質が非常に低いことが分かる。その理由は、

送配電網が脆弱であることと、水力発電への依存度が高く、乾季になると供給不足が発生

することが挙げられている。こうした電力品質は地方部においては更に悪化していると

想定される。地方部においては、ナショナルグリッドに接続していても、ディーゼル発電

機等のバックアップ電源に依存している弱電化エリアは相当数に上ると想定される。 

 

 

図 8 ＡＳＥＡＮ諸国における停電と送配電ロス率18 

 

ラストワンマイル 

電力へのアクセスがあっても、電気を利用できるようになるためには費用が必要であ

る。時に、電化率は電力アクセスを意味することがあり、電力アクセスが可能であっても、

すべてのコミュニティや世帯が電力を利用できる状態ではないこともある。こうした、

「電力へのアクセスは可能であっても、コミュニティや家庭では電力が利用できていな

い」ような状況は、ラストワンマイルの課題といわれている。その原因は、電力をコミュ

ニティに引き込むためのトランス等の設置工事が進まないこと、コミュニティが必要な

費用を負担することができないこと等が挙げられる。費用負担については、ナショナルグ

リッドへの接続について、世帯当たり 350,000 チャット（約 26,000 円）の負担が必要で

あり、決して少なくはない負担を強いられる。 

ヒアリングによると、JICA は電化率の向上プロジェクトとして、ラストワンマイルの

課題を改善する取り組みを検討している。一方、前述の通り、ナショナルグリッドの品質

                                                   
18 IEA, Southeast Asia Energy Outlook 2017: WEO Special Report 
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が悪い場合、安定的に電力を使用するためにはバックアップ電源等を確保する必要があ

る。 

 

 

2.2.3 オフグリッドエリア 

分散型電源へのニーズ 

NEP によると、電化率向上に向けて以下のとおり分析結果が示されている。2030 年に

グリッド接続によって電化率を 100%にするという目標があるものの、オフグリッド電化

については、分散型電源の導入が謳われている。ミニグリッドについては、将来的にはナ

ショナルグリッドと接続することも可能である。 

 

世界銀行による支援 

前述の通り、NEP の策定を受け、世界銀行はオフグリッド地域の電化のために 9100 万

米ドルを拠出している。オフグリッド地域の電化を担当するのは、農業畜産灌漑省

（MOALI）の地方開発局（DRD）である。 

具体的な支援は、オフグリッドエリアにおける再生可能エネルギーを活用した独立型

ミニグリッドの建設支援であり、「60：20：20 モデル」と呼ばれる資金提供プログラムと

なる。ミニグリッド建設に必要な初期費用について、60%が世界銀行の拠出を財源として

DRD が負担し、残り 20%をミニグリッドの事業者（デベロッパー）、20%をコミュニティ

が負担するというスキームである。 

表 6 で世界銀行による支援の進捗を示したように、独立型のミニグリッドは「ミニグ

リッド（ハイブリッド）」であり、2016 年の開始から 2020 年 12 月までの進捗率は 40%

に満たない状況にある。2016 年、2017 年ころまではミニグリッドの建設実績は年間 20

カ所に満たない状態であったが、2018 年～2021 年にかけては各年 100 カ所においてミ

ニグリッドの建設が実施される見込みである。とはいえ、進捗率をみると目標の達成は厳

しいと言わざるを得ない。 

 

 2030 年までに電化率 100%を目指すロードマップを示しているが、オフグリッ

ド地域のグリッド化にはまだ長い時間を要し、また送電線敷設のコスト効率の

観点から、オフグリッド地域における分散型電源導入が提唱されている。 

 オフグリッド地域の電化のために 2.5～3.0GWの新たな分散型電源が必要であ

る。 

 具体的には、ミニグリッド（太陽光発電、ミニ水力発電、風力発電、ディーゼ

ル発電と再エネのハイブリッドなど）と、家庭用太陽光発電システム（SHS）

の導入が想定されている。 
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60：20：20 モデルの問題 

独立型のミニグリッド建設に携わった団体、企業等へのヒアリングによると、60：20：

20 モデルにはいくつかの問題点がある。以下に、指摘事項を整理する。 

 

 

概ね、「申請手続きに時間が掛かる」「実施できるプロジェクトの数が少ない」「電化に

よる人口増と電力需要増加を見越した計画が認められない」「発電だけでなく電力需要の

創出も対象とすべき」という意見に集約することができる。世界銀行の拠出は 2021 年 9

月に終了するが、2030 年の電化率向上に向けては、こうした課題を改善した新しいスキー

ムの導入が必要となる。 

 

 

2.2.4 村落開発計画 

概要 

2019 年 12 月に村落開発法（The Rural Development Law）が制定された。制定を先

導したのは DRD となる。法律は農村地域の社会経済の向上に資する持続的な活動を促進

することを目的としている。全 12 章で構成されており、5 章に示されている具体的な活

 最低限の電力需要が対象となり、将来的な需要増を見越した計画は了承され

ない。 

 将来的に電力需要が増加し、発電システムを増設することになった場合で

も、そのイニシャルコストは DRD スキームの対象外である。 

 通信タワー等コミュニティ以外への給電を計画に入れていると計画が補助

対象として認められない。ただし、ミニグリッド建設後に、通信タワー等へ

の給電交渉や給電は可能である。 

 申請、許認可プロセスにおいて、スピードが遅い。 

 DRD のミニグリッドチームは少人数であり、レスポンスが悪い。 

 仕様変更が珍しくない。 

 技術指導を行っているドナーとの調整や確認を行うこともあり、時間が掛

かってしまう。 

 年度の途中で予算が上限に達すると、新規の申請等ができなくなる。 

 このスキームを活用している事業者で、ビジネスとして適切な利益を得てい

るケースは少ないのではないか。民間事業者の事業性は必ずしも確保されて

いない。 

 発電だけでなく、電力の活用方法についてもスコープとすべき。 

 電力を使用したビジネス、SME の育成も必要。 
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が挙げられている。 

5 部局の機能及

び権限 

 Department（部局）（農村開発局）の機能と権限についての記

載である。 

 部局は、中央監督委員会及び監督委員会が採択した農村開発に

関する計画を実施する。 

 具体的な活動としては下記の 8 項目の支援について挙げられて

いる。飲料水、環境保護、電化、住宅建設、リボルビングファ

ンド、SME 企業の支援、関連組織との連携、農村の人々による

小規模なインフラ整備活動の奨励等。 

6 農村住人の責

任と権利 

 農村住人の責任について規定されている。 

 責任の例として、インフラ維持、廃棄物の処理、融資時の契約

書の実行等が挙げられている。 

 権利の例としては、農村開発活動の実施を政府に要請する権

利、リボルビングファンドから融資を受けて、使用する権利等

が挙げられている。 

7 飲料水の供給

と環境衛生

サービス 

 飲料水の供給と環境衛生サービスに関して、部局が行うサービ

スを規定している。 

 具体的には、新たな給水サービスの提供、既存の農村部の給水

サービスの維持・改善等である。 

 村の水利用者委員会を結成し、法律に基づいて水資源と飲料水

供給サービスのための土地利用権の取得の支援等も挙げられて

いる。 

8 農村電化サー

ビス 

 農村電化に関する部局の役割が記載されている。 

 村落電化委員会の結成について記載されている。 

 農村電化サービスを提供する場合は、許可が必要であり、承認

を得た上で電気料金の徴収ができる。 

9 農村住宅の建

設 

 部局が農村部の住宅を建設する場合の留意事項が記載されてい

る。 

 具体的には、住民が自宅を入手できるように支援すること、災

害に耐え、伝統や文化と調和していること、土地の所有権を定

めること等である。 

10 リボルビング

ファンドの設

立 

 部局が中央監督委員会又は関連監督委員会の許可を得て、連邦

政府予算、州政府予算、寄付、国際機関、NGO 等からの寄付金

を使って、リボルビングファンドの設立を定義している。 

 農村の貧困を軽減するための雇用機会の創出と家計の所得創出

活動。 

 食糧確保のための自給自足農業の奨励。  

 不正に対する罰則についての記載がある。 

 農村住人はリボルビングファンドの資金を借りる権利がある。 

 ガイドラインに従って、農業、畜産、漁業、農村電化、村落生

産、小口取引、その他の生計活動のためにファンドを活用する

ことができる。 

11 資金の管理・

監査 

 省及び部局は、財政規定に基づき、承認された予算を農村開発

活動に使用しなければならない。 

 省は、関係省庁、政府機関及び非政府組織と連携し、政府の承

認を得て、農村開発活動のために国内及び国際援助として受け

取った外貨を含む金銭及び資産を受け入れ、管理し、使用しな

ければならない。 

12 不法行為と罰  農村開発活動の実施に関して、法を犯した者の扱い（懲役、罰

金等）についての記載がある。 
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13 その他  部局は農村住人に対する社会経済学の知識の普及を図る活動を

行う。 

 村落開発委員会に女性を含まないといけない。 

 部局は寄付や資産の使用を公表しないといけない。 

 省は細則の発行が可能である。 

 

 

 

2.3. 当該地域の通信網の整備状況及び整備計画の把握 

2.3.1 通信網の概要 

下図に、ミャンマーにおける「固定ブロードバンド加入数及び加入率（2015-2018年）」、

「移動電話加入数及び加入率（2014-2018 年）」、「固定電話加入数及び加入率（2014-2018

年）」を示す19。携帯電話やスマートフォンの加入率は 100％を超えており、複数の端末

を所有することは珍しくない。スマートフォンの普及率は 80％程度とみられている。 

 

 

図 9 固定ブロードバンド加入数及び加入率（2015-2018 年） 

 

                                                   
19 総務省「世界情報通信事情 ミャンマー」 

https://www.soumu.go.jp/g-ict/country/myanmar/detail.html  
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図 10 移動電話加入数及び加入率（2014-2018 年） 

 

 

図 11 固定電話加入数及び加入率（2014-2018 年） 

 

 

2.3.2 携帯電話網の整備に関する政策 

概要 

ミャンマーにおいて、通信は運輸・通信省が管掌している。携帯電話通信網の整備の計

画について、事業者に見込みや計画をヒアリングしているようだが、具体的な目標等は存

在していない。携帯電話事業については、2013 年頃より民間企業に携帯電話事業が開放

され、3 事業者が参入し、現在は 4 事業者が存在している。事業者は、今後 5 年間におけ

る、カバー率目標を示す必要があり、「5 年以内に 3G 網のカバー率を 90%達成する」の

ような目標を示す必要がある。 

 

ユニバーサル・サービス・ファンド（USF） 

民間企業がサービスを実施するには人口が少ないようなエリアの携帯電話通信網の拡
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充を目的に、ユニバーサル・サービス・ファンド（USF）という制度が導入されている。

これは、通信事業者が得た収益の 2%をファンドに入れ、遠隔地の通信網の整備に使用す

るものである。具体的には、政府がサイトを選定し、入札を実施するもので、補助金では

なく政府調達に近い。入札は 2018 年から実施されており、対象とする 24 タウンシップ

中、4 タウンシップにおいて入札が実施された。応札するのは通信タワー事業者ではなく、

通信事業者である 4 社となる。 

USF の制度設計に関しては、世界銀行の支援プロジェクトが実施され、専門のコンサ

ルタントが対象となるタウンシップを選定した模様である。また、入札に対する予算につ

いても、コンサルタントが定めたものの、事業者の想定よりも安価となっている。結果と

して、イニシャルコストが安く抑えられているにも関わらず、カバーする人口は少なく、

事業者にとってはあまりメリットのない制度として捉えられている。 

前述の通り、携帯電話の普及率が 100％を超えている中で、遠隔地の通信網を整備によ

る普及率の貢献は数％と想定され、政策的な優先順位は低くなっているという声もある。

一方、事業者の収益の 2％を財源とするファンドの資金は潤沢となっており、ファンドを

別の用途に充てることも検討されている。 

 

 

2.3.3 edotcoの通信タワー事業 

事業の概要 

双日が出資する edotco は、ミャンマーの大手携帯電話事業会社 4 社と通信タワーの長

期リース契約や電力供給を含めたサービス契約を締結し、すでに約 2,000 基の通信タワー

を管理運営している。今後普及が見込まれる 5G 周波数帯は 4G 以上に多数の基地局が必

要となり、edotco は現状の 2,000 基に加えて、新規 3,000 基を建設する見込みである。 

edotco のミャンマーにおけるシェアは約 18％であり、ここから推計するとミャンマー

においては 1 万基以上の通信タワーが存在しており、今後 1.2 万基のタワーが建設され

る可能性がある。 
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図 12 左：通信タワーのイメージ、右：出資ストラクチャー20 

 

タワーの電源構成 

下図は、2000 基のタワーの電源構成を示している。Good Grid に分類されるのは 20％

強であり、3 分の 2 に当たるエリアが、Poor Grid や Off Grid、すなわち弱電化、無電化

エリアに属することが分かる。 

通信タワーにとっては、ディーゼル発電機の燃料コスト削減は積年の課題であり、ここ

に提案マスタープランへの需要がある。 

 

                                                   
20 双日ニュースリリース 2019 年 11 月 15 日 

https://www.sojitz.com/jp/news/2019/11/20191115-02.php 
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決済サービス 

表 10 ミャンマーにおける主要な決済システム22 

 

 

上表は、ミャンマーにおける主要な決済システムを整理したものである。弱電化、無電

化エリアでは、携帯電話系が浸透している。特に、Wave Money については存在感が目

立っている。Wave Money は携帯電話を使用した決済システム、送金システムのパイオ

ニア的な存在である。かつては、ノルウェー系の Telenor が出資していたが、2020 年に

Alipay（支付宝）を運営する Ant Financial の出資を受けている。地方部における主要

なサービスは、送金機能であるが、今後、ペイメントサービスも浸透していく可能性があ

る。 

弱電化エリア、無電化エリアでは現金決済が主流となっている。一方、携帯電話が使用

できるエリアであれば、キャリアが展開する送金機能等の決済サービスを活用すること

ができる。しかし、コミュニティの雑貨店が代理店を担っており、用意できる現金には限

界がある点が問題視されている。例えば、コミュニティ外からの送金を受けるにも、金額

が多額である場合は代理店に用意がなく受け取りができないケースがある。コミュニ

ティの代理店が用意している現金は、多くても数万円ということがあり、現状のままでは、

頻繁な商取引等に対応することは困難である。 

                                                   
22 調査チーム作成 

カテゴリ ブランド名 事業者 出資者など サービス開始

通信キャリア系

Wave Money Digital Money Myanmar Limited

Yoma Group 51/ Ant Financial 
49
かつてはキャリアであるTelenorの
出資

2016年9月

M-Pitesan Ooredoo Myanmar Fintech Limited Ooredoo 2017年7月

My Money
(or Mytel Pay)

Mytel Wallet International Myanmar 
Company Limited

Mytel 2018年10月

MPT Money MPT Money Company Limited MPT 2019年12月

金融機関系

MAB Mobile Banking Myanmar Apex Bank Myanmar Apex Bank 不明

Ongo Ongo Myanmar Oriental Bank 不明

CB Pay CB Bank CB Bank 不明

myKyat First Private Bank First Private Bank 不明

663 Mobile Myanmar Citizens Bank (MCB) MCB 不明

KBZ Pay KBZ Bank KBZ Bank 2019年1月

ConnectNpay ConnectNpay various banks 不明

AGD Pay Asia Green Development (AGD) Bank AGD Bank 不明

その他
OK$ Internet Wallet Myanmar Limited

Consumer Goods Myanmar 
Limited (Wholesale and Retail)

2017年8月
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する必要があり利用できないと感じている。 

 

 

図 16 隣村の通信タワーとディーゼル発電機 

 

 

図 17 ディーゼル発電機を有する僧院 

 

  

図 18 左：雑貨店（パパママショップ）、右：精米所 
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電力について、コミュニティ内に電化委員会（EC:Electrification Committee）が組織さ

れており、配電設備の整備や維持管理を担当している。2020 年 12 月の電化に際して、グ

リッドからコミュニティに配電線を引き込み、各家庭に配電するための費用として、

350,000 チャット（26,250 円）を各世帯が負担した。こうした費用の管理は、電化委員会が

担当している。 

グリッド接続後、電力料金は、電力エネルギー省が定める 30チャット/kWh（2.25円/kWh）

に設定されている。ミャンマーでは、消費電力量に応じて電力料金が設定されており、上記

の金額は、最も電力使用量が少ない世帯に設定された料金となる。グリッド接続後も、停電

は発生している。そのため、通信タワーが設置されているディーゼル発電機も一定程度稼働

していると想定される。 

電力の使用用途については、テレビ、炊飯器、照明となっている。グリッドに接続された

ばかりであり、今後電力負荷は増加していくと考えられる。 

 

通信 

携帯電話について、MPT、Telenor、Ooredoo の 3G ネットワークを使用することができ

るが、最も安定しているのは MPT である。スマートフォンの世帯普及率はおよそ 85%で

あった。 

通信タワーの用地リース料は村長に支払われている。金額は 20 万チャット/月（15,000 円

/月)程度であり、道路の補修等に使用されている。 

 

SME（中小ビジネス）、決済 

 中小ビジネスとして挙げられるのは、パパママショップと呼ばれる雑貨店と、食用油用の

圧搾である。 

決済方法として使用されるのは主に現金であるが、Wave Money、Wave Pay も使用する

ことができる。 

 

医療 

 コミュニティ内には診療所等はなく、最寄りの医療施設より 4 マイル（6.4km）離れてい

る。 

 

教育 

小学校への通学率は 100%であるが、高等教育に進むことができるのは 25%程度とい

うことであった。遠隔教育について興味があるものの、PC やタブレットが高価というイ

メージを持っている。 
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図 21 通信タワー 

 

 

図 22 受電設備 

 

   

図 23 商店と食用油用の圧搾機 
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建設に対する地方電化支援策も受けていない。通信タワーが所有するものを除くと、ディー

ゼル発電機も保有していない。一部の世帯では、ソーラーホームシステム（SHS）を導入し、

照明等に使用している例もある。SHS の導入費用は、300,000 チャット（22,500 円）程度

である。 

電力へのアクセスが確保された場合に、使用してみたい用途についてヒアリングしたと

ころ、照明やテレビへという回答が多かった。電力を使用した中小ビジネス（SME）につ

いてのアイデアはなかった。恐らく、電化された暮らしを想像することが困難であるためと

想定される。 

通信タワーへの給電については、ディーゼル発電機が使用されている。用途は通信タワー

に限られており、コミュニティへの配電は行われていない。 

 

通信 

携帯電話について、MPT、Mytel、Ooredoo の 4G ネットワークを使用することができる

が、通信はあまり安定していない。スマートフォンの世帯普及率はおよそ 66%であった。 

通信タワーは個人の私有地に設置されており、用地リース料は地主に支払われている。 

 

SME（中小ビジネス）、決済 

 中小ビジネスとして挙げられるのは、Magway と同様にパパママショップと呼ばれる雑

貨店と、食用油用の圧搾である。 

決済方法として使用されるのは主に現金であるが、Wave Money を使用することが可能

である。 

また、農機具のレンタルサービスが利用可能である。サービスを提供しているのはコミュ

ニティ外の事業者となる。 

 

医療 

 コミュニティ内に診療所が存在しているが、医師、看護師等の専門スタッフではなく、政

府から派遣される事務員が常駐している。 

 

教育 

小学校への通学率は 100%である。遠隔教育について興味があるものの、PC やタブレッ

トが高価というイメージを持っている。 
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図 26 診療所（クリニック） 

 

 

   

図 27 学校 
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電力需要については、タワーが 1 か所、コミュニティの世帯数は 400 としている。厳密

にいえば、サイトごとに電力需要は異なるものの、電力需要は将来的には増加することも

織り込んでおり、サイトの「現状」に合わせて細かく構成を変えるのではなく、同じ仕様

のユニットを複数のサイトにおいて展開する。 

 

 

3.1.2 電力負荷の想定 

電力負荷については、通信タワーとコミュニティの 2 種類を想定した。通信タワーの電

力需要は、平均すると 3kW 程度の規模であり、24 時間、365 日稼働することが求められ

る。 

コミュニティについては、400 世帯を想定している。家庭への配電のほかに、灌漑ポン

プ、脱穀機、精米機、製氷機、溶接機、電動のこぎり、灌漑・井戸汲み上げ用のポンプが

導入されることを想定している。 

こうした需要から、太陽光発電システムの容量は 400kW、蓄電池の容量は 200kＷh と

いう構成となっている。 

 

 

3.1.3 構成機器の概要 

太陽光発電システム 

太陽光発電システムは、ヒアリング調査を踏まえ、400kW を想定している。厳密には、

サイトによって電力負荷は異なるものの、中長期的に見れば電力需要は増加していくと

想定されるため、正確に電力負荷を予想することは困難である。こうした将来的な需要増

も見越して、規模を 400kW として全体システムを類型化することで、設計コスト、調達

コスト、維持管理コストを低減させることができる。 

 

蓄電池 

蓄電池の容量は 200kWh となることを想定している。蓄電池の容量も、サイトの電力

負荷に合わせるのではなく、200kWh にてパッケージ化することを想定している。太陽

光発電との組み合わせに最適化された、既存のリチウムイオンバッテリーを使用する。 

 

ディーゼル発電機 

バックアップ電源として、60kVA のディーゼル発電機を導入する。通信タワーに既存

のディーゼル発電機が備え付けてある場合は、既存の発電機を活用することも検討する。

また、タワーには専用の無停電電源装置（UPS）を導入することも検討する。 
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に依存しており、持続可能性という点においては疑問が残る。当マスタープランの導入にお

いては、ミャンマー政府にドナー依存ではなく、電力料金に付加するサーチャージやユニ

バーサル・サービス料金を導入し、ミニグリッドへの補助金、支援金の財源とすることを提

言していく必要がある。 

補助金を低減させる施策として、ミニグリッドビジネスの展開によって、初期費用にはス

ケールメリットが生じるとみている。感度分析を行った結果、初期費用を 15％削減するこ

とができれば、補助金率を 40％としても利益を確保することができる。15％の削減は、ビ

ジネスの展開によって成し遂げることが可能である。 

補助金のまとめとしては、ミニグリッドの建設には一定の補助金や支援が必要であると

いう認識の上で、ドナー依存ではない地方電化の財源を確保することが必要であること、初

期費用を低減させることで補助金額を低減させることができることを指摘しておきたい。

こうした点は、マスタープランにも盛り込んでいくことになる。 

 

利用できるスキーム 

マイクログリッドについて、外務省による「事業・運営権対応型無償資金協力」を活用

し、複数のマイクログリッドを展開することが可能と考えている。 

事業・運営権対応型無償資金協力とは、「開発途上国が実施するインフラ事業のうち，商

業資金のみではファイナンスが困難な場合に，当該事業に必要な施設・機材・その他サービ

スに必要な資金を供与する。資金は途上国政府を通じ，事業を担う特別目的会社等に支払わ

れる」24というものである。その趣旨を鑑みると、マスタープランに基づく事業展開と、非

常に親和性が高いことが分かる。 

 

 

図 30 事業・運営権対応型無償資金協力の仕組み 

 

 例えば、マイクログリッドの発電部分に ODA 資金を充て、送配電部分については双日

も出資するマイクログリッド事業会社が負担するようなイメージである。複数のマイクロ

                                                   
24 外務省ホームページ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/kanmin/page23_000777.html 
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グリッドをまとめて一つのプロジェクトとし、素早くマスタープランに基づく事業展開が

可能となる。 

 当スキームを活用するには、ミャンマー政府と日本政府の合意が必要であり、ミャンマー

側の政策優先度を高めることが必要となる。提案マスタープランを実現するための第一歩

として位置づけ、ミャンマー政府の協力を得ながら、事業・運営権対応型無償資金協力によ

る複数のマイクログリッドの展開を進めることが可能である。 
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4.1. 通信インフラの技術的な検討 

通信インフラの課題 

 

図 32 典型的な通信タワーのイメージ25 

 

本項では、これまで収集した情報を考慮しつつ、前項で運用される通信網等のデジタル

インフラの整備に関する技術的な検討を行う。 

通信については、ある種確立した分野であり、マスタープランの骨子を実施するにあた

り、技術的な課題は存在していない。もっとも、日本等の先進国における通信事情と比較

すると、弱電化・無電化エリアでは「携帯ネットワークと接続していても通信速度が遅い」、

「ユーザーが多い時間帯になると通信状態が悪化する」等、通信品質の問題が発生する。

しかし、こうした課題は、通信ネットワークが拡大しており、ユーザーも増加傾向にある

新興国、特に地方部においては珍しくない現象であり、短期間では解消しない課題でもあ

る。まず、通信ネットワークが到達し、その後に需要に応じて通信品質が改善されるとい

う過程にあり、通信品質については技術的ではないところに課題がある。 

 

edotco へのヒアリングによると、弱電化・無電化エリアにおける通信タワーの展開につ

いて、通信キャリアからも特に技術的な問題は指摘されておらず、edotco としても大きな

課題はないと認識している。弱電化・無電化エリアであっても、電力さえ確保できれば技

術的な課題はないという状態である。現状では、弱電化・無電化エリアにおいてはディー

ゼル発電機によって安定的な電力を供給している事例が多く、そうした発電インフラと

運用コストは edotco が負担しているが、発電事業をミニグリッド事業者にアウトソース

                                                   
25 edotco Structure Catalogue 
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すべく、各社に要請を行っている。 

 

 

 

4.2. 通信インフラ構築に要するコストシミュレーション 

通信タワーの経済性 

通信タワーの設置サイトは、通信キャリアの意向に応じて決定される。エリア展開戦略

を基に、キャリアからタワー事業者に設置リクエストとする「キャリア主導」の場合と、

タワー事業者がキャリアの需要がありそうなエリアに計画を策定し、応じるキャリアと

交渉する「タワー主導」の場合がある。タワーには、複数キャリアの通信機器を搭載する

ことが多い。 

タワーについては、複数サイトをまとめて検討しており、厳密に 1 サイト当たりに対し

て経済性を見極めることはない。概ね、IRR10%をハードルレートとして、事業性が確保

できるサイトに、タワーを設置することになる。 

 

 

 

4.3. デジタルインフラを活用した生活水準向上サービスの具体的内容の検討 

4.3.1 公共サービス 

遠隔教育 

すららネットによるデモンストレーションの報告は後述するが、遠隔教育とデジタル

インフラの親和性は非常に高い。提案マスタープランについては、4G 又は 5G のサービ

スが展開されるエリアであり、問題なく遠隔教育を実施することができる。また、ミャン

マーの公共教育における算数について、JICA が技術協力として「初等教育カリキュラム

改訂プロジェクト支援」26を実施しており、日本のカリキュラムが導入される可能性が高

い。すららネットも日本の算数カリキュラムに準拠しているために、今後のミャンマーに

おける算数分野との親和性が高くなることが想定される。 

問題点は、公共教育への参入である。現在、新型コロナウイルス感染症の影響により小

学校が閉鎖されている状態にある。遠隔教育の導入は、パンデミック対策としても有効で

あると考えられるものの、政府は、遠隔教育の実施には PC やタブレットが必要であり、

地方部では用意ができないとして、導入には後ろ向きである。政府は、テレビを通した教

育番組の放送を検討していると想定される。このような場合、すららネットがとる方策は

現地で Tuition と呼ばれる塾に限定される。 

公共教育分野への参入については、現地のスタートアップ企業との連携等が考えられ

                                                   
26 初等教育カリキュラム改訂プロジェクト 

https://www.jica.go.jp/project/myanmar/014/outline/index.html 
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る。具体的には、360ed との連携を検討することを想定している。詳細は事項以降で記載

するが、360ed は無料教育アプリの開発についてミャンマーの教育省と覚書を締結して

おり、理科と英語についてアプリの開発を進めている。360ed と連携し、算数、数学につ

いてはすららネットの教材を公教育に提供することで、相互補完関係を構築することが

可能と考えられる。 

 

遠隔医療 

遠隔医療に関して、チャットやビデオ電話による会話が中心となる遠隔問診のような

サービスには大きなニーズがあり、デジタルインフラとの親和性は高い。この分野につい

ては、ゼロベースでサービスを立ち上げていくよりも、2 章でヒアリングを行った企業の

ように、既存のスタートアップ等と連携していくことができる。事業のイメージは、遠隔

問診サービスによって地方部への展開を図り、その後所得が向上するにつれて、より高度

な診療を受けることができるサービスへと発展させていくモデルである。また、遠隔問診

と他のサービスを組み合わせることによるシナジー効果を生むような仕組みも効果的だ

と考えられる。 

 

エントリー戦略としての公共サービス 

遠隔教育や遠隔医療については、地方部におけるデジタルインフラを活用した事業展

開の「エントリー戦略」と位置付けることができる。遠隔教区や遠隔医療は、地方部にお

けるニーズが高く、導入に必要なのは、PC、タブレットやスマートフォンである。タブ

レットやスマートフォンは 100 ドル程度で入手できるようになっており、遠隔教育や遠

隔医療の活用によってデジタルインフラへのリテラシーの向上に寄与する可能性がある。

タブレットやスマートフォンの活用方法に関するリテラシーが向上し、支払いのキャッ

シュレス化が進むと、他の SME 等のサービスを利用することは容易になる。遠隔医療や

遠隔教育については、それ自体の事業性を注視しながらも、エントリー戦略として位置づ

けることで、デジタルインフラを活用したビジネスのマーケット拡大を図ることができ

る。 

 

 

4.3.2 決済サービス 

決済サービスの位置づけ 

ミャンマーでは、既に複数の決済サービスが登場しており、大手財閥のヨマグループや

アリペイを展開するアントグループが出資する Wave Money は地方部にも展開している。 

地方部におけるデジタルインフラを活用したスマートビジネスに特化した新たなサービ

スをゼロベースで立ち上げることにメリットはないと考えられる。 

現状では、パパママショップ等と呼ばれるコミュニティの雑貨店が代理店となり、住民
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は事前に現金を代理店に支払うことで、携帯電話を通じた送金サービスや支払いサービ

スを活用している。送金を受ける場合、携帯電話経由で送られて来る支払い状況を基に代

理店へ赴き、現金を得ることができる。送金サービスが中心であり、支払いサービスの利

用は限定的であると想定される。 

決済サービスについて、重要な点は「支払い状況を把握する」ことである。コミュニティ

における支払い状況は与信情報となるだけでなく、AI 等を活用し、支払い傾向等を分析

することで、既存のビジネス同士のシナジーを図ることや、新たなビジネスチャンスを創

出できる可能性がある。 

例えば、通信と電力を中心としたデジタルグリッドが到達するエリアでは、決済関連の

アプリが入ったタブレットやスマートフォンを使用できるようになる。その際に、決済シ

ステムについても導入を進め、支払い状況を把握することができる仕組みを導入できる

可能性がある。例えば、決済システム自体は既存の仕組みを活用するものの、複数の決済

システムを利用できる「決済ゲートウェー」のようなアプリを展開し、デジタルインフラ

が到達するエリアに導入することが可能だろう。 

 

 

4.3.3 SME（中小ビジネス） 

中小ビジネスに関して、現地調査やヒアリングを通して、様々な立場の方から意見を伺

うことができた。初期費用の問題、バリューチェーンを構築することの難しさもあり、目

立った実績を上げている実例が少ないことが分かった。 

一方、スタートアップに目を転じると、いくつかの注目すべきサービスがある。例えば、

農家と、農業分野の専門家をスマートフォン（アプリ）で繋ぐ取組を始めているスタート

アップが存在している。まずは農家と農業分野を囲い込み、今後は農業資材や作物等を通

してマネタイズすることが可能となる。 

一つの戦略として、ゼロベースで SME の立ち上げを検討するよりも、既存のスタート

アップと連携していくことが有効と考えられる。農業分野等、地方部との親和性が高い分

野に注目し、電力と通信によるデジタルインフラが到達することで導入が可能となる

サービスを提供するスタートアップとの連携を進めていく。理想的には複数のスタート

アップに参画し、そのネットワークを活用することで、農業分野以外へのビジネスの展開

を図るというようなスキームは実現可能と考えられる。 

その他、双日はミャンマーにおいて、現地の食品・生活消費財卸売会社であるプレミア

ム・ディストリビューション社との共同出資により、プレミアム・双日・ロジスティクス

社（PSL)を設立し、冷蔵冷凍保存トラックによるロジサービスを展開している。こうし

たロジサービスを地方部にも展開することは可能である。例えば、遠隔問診で必要となる

薬品等、農業アプリが推奨する資材、肥料、種子等を都市部から運び、戻り便で作物を運

ぶような、O2O（On-line to Off-line）型の物流ネットワークを構築することは可能であ
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4.4.2 デジタルインフラの整備状況 

電力 

 パイロット事業を実施した僧院を含め、当該コミュニティにはナショナルグリッドが到

達しており、電力を使用することができる。電力の安定性については、停電が発生すること

もあり、僧院にはバックアップ電源として 22 馬力（16.4kW）のディーゼル発電機が設置

されている。パイロット事業の実施中にも、10 分から 15 分程度の停電が発生することが

あったが、パイロット事業には影響がなかった。 

 

通信インフラ 

すららネットが推奨する E ラーニングについて、日本国内では 20Mbps を目安とし、

海外の場合は 13Mbps の確保が望ましい。一方、すららネットの海外における経験から、

８Mbps～10Mbps 程度の環境でも運用することは可能である。13Mbps を下回ると、読

み込みに多少時間がかかるものの、より高速なネットワークへのアクセスはできず、比較

対象がないために、ユーザーである子供からは不満の声は上がっていない。また、通信の

容量として、430KB/15 分を推奨している。 

当該コミュニティでは、Mytel、MPT、Telenor、Ooredoo といった携帯電話キャリア

を使用することができた。 

FTTH（Fiber To The Home、光ファイバー）については、MPT のみ対応が可能だが、

費用が 2 年間で 60 万円となり、現実的な選択肢ではないことが確認できた。 

パイロット事業に当たっては、速度のみならず、通信の安定性も加味し、最も通信が安

定していた Ooredoo の 4G 携帯電話ネットワークを使用し、4 台の Wifi ルーターを設置

した。結果として、通信速度、通信容量、通信の安定性という点から、サイトにおける携

帯電話ネットワークを活用し、十分な環境を用意することができた。 

 

 

4.4.3 パイロット事業活動概要 

パイロット事業の名称を「ミャンマーにおける児童の数学学力達成度強化ためのデジ

タル教育促進実証事業」とし、以下を実施した。 

すららネットが国内で展開する、E ラーニングシステム「すらら」の海外版として小学

生向けに開発された「Surala Ninja！」を使い、加減乗除の四則演算を学ぶ算数授業を実

施した。対象となったのは公立小学校に通う 22 名であり、内訳は、4 年生が 6 名、5 年

生が 9 名、6 年生が 7 名であった。パイロット事業の実施期間は、2020 年 11 月～2021

年 2 月とした。 

学力到達度が非常に低いと思われる児童も含め、学力のばらつきが大きい 22 名の小学

高学年の参加児童に、概念理解・根本理解を促すレクチャーと多くの演習問題にチャレン

ジできるドリルを提供した。通常は完全個別学習にて提供するが、今回は現地語ではなく
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4.4.4 パイロット事業活動詳細 

ファシリテーター（教員）研修 

本活動にて、僧院での授業を運営するファシリテーターとして、パイロット活動の拠点と

なった寺院出身の大学生 2 名と、サポーターとして同寺院に住む高校生 5 名が参加した。

ファシリテーター研修では、個別学習の重要性、教材である「Surala Ninja！」の操作方法、

授業運営のフロー等を学んでもらった。なお、新型コロナ感染症による渡航制限により、す

ららネットのメンバーによる現地渡航が実現出来なかったため、双日の支援により、研修は

すべてオンラインで実施した。 

 

 

図 35  ZOOM によるオンライン研修の様子 

 

Surala Class（すらら E ラーニング授業） 

教務経験が全くない学生が 3 日間の研修のみで、すららネットの E ラーニング授業を

運営出来た理由は主に以下の 2 点が挙げられる。すなわち、「概念理解を進めるスモール

ステップのレクチャー」と「生徒に対する規律・自立学習の指導」である。 

「概念理解を進めるスモールステップのレクチャー」については、Surala Ninja！のレ

クチャーは低学力の生徒にも理解しやすいスモールステップで作られており、かつ丁寧

に概念理解・根本理解が進む説明がなされているため、ファシリテーターが直接「教える」

必要が無く、教務経験が無いファシリテーターが授業を行っても混乱が無かった。 

「生徒に対する規律・自立学習の指導」については、すららネットの E ラーニング授

業は、既にインドネシアやスリランカ、フィリピンといった国でも展開されており、生徒

全体の学力の底上げを実現するために、現地ではまだ馴染みの薄い「個別最適化教育」を
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実践している。教員 1 名が 25 名～30 名の生徒を指導する学校教育現場で「個別最適化

教育」を実現するためには生徒自身が自立的に学習できる必要があり、「すらら授業」で

は規律・自立学習の指導に注力している。本パイロット活動でも他国同様、すららネット

が設計した授業オペレーションの中にどのように規律・自立学習の指導を行うかも盛り

込まれており、またその指導ステップも研修で教えているため、ファシリテーター自身の

経験値や教務力に寄らずに生徒の指導が進められた。 

教員の確保が課題となっている新興国においては、こうしたすららネットの教材が持

つ優位性を活用することで、教員の負荷を減容しながら、教育効果を向上させることがで

きることが判明した。弱電化、無電化エリアは地方部に位置することが多く、こうした優

位性を活用し、事業展開が可能となる。 

 

 

図 36 ファシリテーターが指導するすらら E ラーニング授業の様子 

 

 

図 37 規律の指導：教室がある行動に入る前に必ず手洗いをするルール 
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図 38 規律指導の一例：学習ツールの準備、挨拶、授業内のルールの指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39 自立学習指導の一例：生徒が自身の学習を記録、管理するツールを提供 

 

修了式 
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図 40 修了証を手にする参加児童の様子 

 

本パイロット事業では参加生徒達が非常に多くの学習を経験したが、それは同時に多

くの「努力をした」とも言える。すららネットのプログラムは、生徒に「努力の足跡」を

実感させるため、成績の結果だけに注目するのではなく、学習時間やクリアしたユニット

の数を常にトップ画面に表示させる等、プロセス重視の仕様になっている。これは学習し

た生徒に努力と結果（成果）の因果関係を実感させることを目指している。別の言い方を

すると、生徒の「非認知能力」を養うための工夫でもある。 

海外の生徒においては、特に個別に演習を経験できることが少なく、成功体験も得にく

いため、特に数学や算数については苦手意識が高いケースが圧倒的に多い。そのため、す

らら授業の中では、プログラム内の工夫に加えて生徒へ成功体験／実感を持たせる工夫

を授業オペレーションの中でも実践している。 

本パイロット活動においても、すららネットの E ラーニング授業で多くの努力をした

結果を成功体験としてより実感してもらい、数学（算数）に対する自信を深めてもらう目

的で、活動終了時にその結果を記載した「修了証」を渡すセレモニーを実施した。 

 

 

4.4.5 パイロット事業活動成果 

生徒の学力向上を実現するために必要なことは「学習量の確保」と「学習の質の確保」

である。今回のパイロット活動の実施期間は実質 2 か月間という短期間ではあったが、

新型コロナウイルス感染症の影響で、児童が通う公立学校は完全に休校状態が続いてい

たため、週 4.5 時間（90 分授業×週 3 日）を含め週に約 16 時間すらら授業の時間を確保

することができた。 

また、教材である「Surala Ninja！」はアニメーションの忍者のキャラクターが生徒に

話しかけるように算数を教えるレクチャーがあり、演習問題（ドリル）の結果をランキン
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分野別にさらに「一桁の繰り上がり無しの足し算」、「桁の多い繰り下がりの有る引き算」

等、分野別に細かく見ると、特に掛け算の「九九」や割り算範囲等、パイロット活動の開

始時は苦手分野だった範囲が大きく改善しているのが見て取れる。 

特に Baseline では割り算九九で解ける単純な割り算問題でもほとんどの生徒が何も回

答できていなかったのが、Surala Ninja！で一から割り算を学び、Endline では正答率が

2 倍以上に伸長したことは印象的だった。 

 

学力向上成果（２）学習ログデータ分析 

 

図 46 マス計算学習ログデータ（足し算） 

 

上図は、足し算のマス計算学習によるログデータを比較したものである。右に行くにつ

れマスの数が増え、最終的には 100 マス計算を行う。生徒の基礎計算力を強化するため、

暗算力を高める「マス計算」ユニットによる単純計算の反復学習を行った。学習開始当初

は１回の学習あたり 3 マス、9 マスと少ないマス数（問題数）から始まり、慣れるにした

がい 30 マス、50 マス、100 マスとマス数を増やしていった。 

開始当初から正答率は高かったが、計算スピードに課題があった。当初は 1 問あたり

の回答に 6.4 秒かかっていたが、100 マスにチャレンジ出来るようになるころには 3.7 秒

と 4 割以上もスピードが向上した。上図にて「＊」つきのマス数は繰り上がり「あり」の

足し算となるため、難易度が上がっているが、それでも 100 マス、つまり 100 問の計算

をより速いスピードで解けるようになっている。 
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図 47 マス計算学習ログデータ（引き算） 

 

上図は、引き算のマス計算学習によるログデータである。引き算においても、すべての

学年において計算スピードの改善が見られた。特に、上手で「＊」を付した、多くの生徒

が苦手とする繰り下がりの引き算について、一旦大きく計算時間が遅くなったが、100 マ

スへ進むころには 1 問あたりの回答時間が 4.7 秒だったのが 2.9 秒と大きく改善した。 

 

 

図 48 マス計算学習ログデータ（掛け算）※全学年 

※9 マス＝2 の段のみ／18 マス＝2、5 の段のみ／27 マス＝2，3，5 の段のみ／36 マス 

＝2～9 の段の内 4 種のみ 
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図 49 マス計算学習ログデータ（掛け算）※5 年生 

 

上図は、掛け算のマス計算学習による全体のログデータと、5 年生のログデータを整理

したものである。 

掛け算のマス計算ユニットは 5、6 年生のみを対象とした。学習開始当初は、九九も十

分に暗記していない生徒も多く、計算にも時間がかかっていたが、１つの段を学習するご

とにマス数が増え、九九を全て学習したころには 81 マス、100 マスで全部の九九の計算

が出題されるにも関わらず計算スピードが速くなっており、習得が進んだことが伺える。 

5 年生の結果を見ると、九九が十分定着していない生徒が多く見られたものの、演習を

重ねた結果、学習開始時は 2 の段でも 1 問あたりの回答時間が平均 7 秒かかっていたの

に対して、九九をすべて学び直し、100 マスをチャレンジするころには 1 問あたりの回答

時間が平均で 4.8 秒と大きく改善した。 

 

 

4.4.6 総論 

遠隔教育パイロット事業としての評価 

本パイロット事業活動期間中は、参加児童は学校に一切通っておらず、また遠隔指導も

受けていなかったが、純粋に「すらら授業のみ」で、大きな学力向上成果を上げてくれた。

このことは、Surala Ninja！による算数学習が公教育の代替になり得ることを示唆して

いる。本活動を通じて特に大きな収穫となったのがこの点である。 

基礎計算力は数学を学ぶ上で欠かせない絶対的な土台であり、数学力の必要性はます

ます世界的に高まっており、どの国においても重要度の高い科目となっている。計算方法

の学び方はどの国でも大きくは変わらないが、国のシラバスによって指導内容が異なる

点もある。ミャンマーにおいては 2016 年の国民民主連盟（NLD）による政権が誕生後、

大規模な教育改革が始まっており、現在も旧制度から新制度への移行期であるため、数学

（算数）科目を含む初等教育においても混乱が続いている。旧制度の指導の不十分さと、
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新制度への移行の混乱があり、本来小学 2 年生で学習が始まる割り算を高学年の生徒が

ろくに理解できていない、という状況が生まれていると推察する。 

このような公教育の現場においても課題が多い中で、Surala Ninja！の活用は有効だ

と思われる。本プロジェクト活動で示したように、教務経験の無いファシリテーターが指

導しても大きな学力向上成果を創出できており、また各単元の教示法の違いが一部ある

としても、生徒が混乱せずに順調に学習を続けているのは学習ログデータを見ても明ら

かである。デジタル教育の導入は、教員不足の問題の解消に繋がるだけでなく、学力強化、

国全体の初等教育の底上げに繋がっていく。 

クーデターの発生と共に学校教育の再開の見通しもさらに不透明になっており、多く

の子供たちの「失われた学び」の問題はさらに深刻化すると思われる。その状況下だから

こそ、すらら授業のようなデジタル教育を柔軟に活用し、リカバリーに役立てていただき

たい。 

 

デジタルインフラを活用した生活水準向上サービスとしての評価 

上記のように、ミャンマーの地方部における遠隔教育の有効性を実証することができ

た。安定した電力と、携帯電話ネットワークというデジタルインフラが活用できるエリア

においては、今回のデモンストレーションの再現性は高いと考えられる。また、ミャン

マーにおける教育へのニーズは高いと考えられることから、デジタルインフラによる恩

恵として遠隔教育を挙げて、マスタープランの展開を促進していくことが可能である。 

遠隔教育を、デジタルインフラを活用した生活水準向上サービスのエントリー戦略と

捉えることも可能である。遠隔教育を通して、タブレット操作等を習得できるほか、必要

な料金の支払い等のリテラシーが高まることで、他のサービスを利用することへの障壁

が取り除かれていくと想定される。 

 

 

 

4.5. 当該サービスからの収益モデルの構築 

4.5.1 ビジネスモデル 

概要 

下図は遠隔教育のビジネスモデルを示している。 

事業実施者として、すららネット等の国内の E ラーニング事業会社、双日に加えて、

ミャンマーにおけるパートナーが出資し、SPC（特別事業会社）を設立することを想定し

ている。 

SPC は、リース会社、通信ネットワークを提供するキャリアとの契約を締結し、遠隔

教育の実施に必要な機器や通信インフラを確保する。 

遠隔教育の対象については、次項で整理するが、１．塾としての展開と、２．公共教育
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ム管理・運営へのフォローである。基本的には、各サイトに専門のスタッフを派遣すること

は想定していないが、導入初期の指導、トラブル時の対応等のケアが必要である。 

３．政府とのコネクションについては、まず、許認可申請や手続きに際して、現地パート

ナーの支援が不可欠と考えられる。次に、教育政策との連携である。日本の「塾」のような

公教育を補完するような民間による教育事業をミャンマーでは Tuition と呼ぶが、塾の展開

について許認可等はさほど必要ないと想定される。一方、公共教育の一環として実施する場

合は、現地企業とのパートナーとの連携が不可欠となる。 

４．機器コスト負担については、特に地方部における展開について、現地企業の CSR 活

動、または SDGs への貢献として、PC やタブレット等の導入費用を拠出いただくことを想

定している。ミャンマーには、寄付文化が浸透しているといわれ、地方部において僧院や公

共インフラ整備に寄付金が活用されていることも一般的である。 

 

教育分野におけるスタートアップとの連携 

 遠隔教育について、前述の通り１．塾(Tuition)としての展開と、２．公共教育との連携の

可能性がある。 

１．塾（Tuition）について、ミャンマーでは都市部、地方部を問わず、教師等が放課後に

自宅等で特定科目を教えるような Tuition が浸透している。農村部であっても、1000 円

~2000 円程度の月謝を支払い、Tuition に通うことも珍しくない。こうした Tuition を遠隔

教育で代替することができると想定している。 

２．公共教育との連携については、E ラーニング事業会社、双日だけでなく、現地企業と

の連携が必要である。ミャンマーの公教育については、既述の通り JICA が支援を行ってい

ることもあり日本の教育プログラムが参考にされる可能性がある。その場合すららネット

が提供するプログラムにも優位性が生まれる。一方、公教育に民間企業が主導する遠隔教育

を導入ためには、政府との交渉等が必要となり、現地パートナーとの連携が必要となる。 

ミャンマーでは、教育分野におけるスタートアップも登場しており、公共教育との連携も

検討され始めている。算数はすららネット、他の教科は現地スタートアップというような連

携によって、公共教育を対象とした事業展開も可能となる。 

 

具体的な連携先 

具体的な連携先について、現地財閥、通信キャリア、教育関連のスタートアップを想定し

ている。 

現地財閥については、具体的な接触は行っていないものの、地方部へのビジネスに興味が

あり、CSR や SDGs に理解を示す企業が候補となる。また、後述する、通信や教育分野に

おける連携を進める上で、関連する財閥系企業に出資やリソース提供を含めた連携協議が

可能と考えている。 

通信キャリアにとって、遠隔教育に参画するメリットは１．新規顧客の獲得、２．安定的
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料金徴収 

料金徴収については、通信インフラを活用した決済システムを活用する。現金決済が中

心の地方部において、遠隔教育を契機に決済システムの浸透を図ることの意義は多くあ

る。 

まず、決済ゲートウェーが整備できる点を指摘したい。毎月の支払いについて、決済シ

ステムを活用して支払うことで、利用者の決済リテラシー、ひいては通信インフラを活用

するリテラシーが向上する。遠隔教育をきっかけとして、多分野で電子決済を進めること

ができる。 

次に、こうした決済の記録が与信となる。例えば、マイクロファイナンスを利用する場

合や、将来的なサブスクリプションモデルで家電や農機具を購入する際に、遠隔教育にお

ける支払い実績等を与信情報として活用することができる。 

つまり、遠隔教育に必要な支払いに、通信インフラを活用した決済システムの導入を、

決済のエントリー戦略と位置付けることができる。こうした点をアピールすることがで

きれば、PC やタブレットの配布に必要な初期費用を負担する企業を募ることができるだ

ろう。 

 

事業性の検討 

上記の整理に基づき、事業性の検討を行った。その結果を下表に示す。一つの検討ポイ

ントは、どれくらいの人数の生徒を獲得すれば事業として成立するかという点である。下

表においては、都市のユーザーと地方部のユーザーに対する料金設定を変えている。収入

水準が高い都市部の収益により、地方部の収益性の低さを補おうとするものである。シス

テムの開発費は全体の初期費用として考慮しているほか、タブレットの導入はリースを

活用することとしており、通信代も考慮している。また、代理店である学校や塾への手数

料も試算に含めている。 

その結果、都市部 1,500 人、地方部 1,500 人の規模になれば、事業の IRR として 15%

を確保できることが判明した。 

 



75 

 

表 24 遠隔教育の事業採算性（ユーザー3,000 人） 

 

 

開発費用への支援等を得ることができれば、更に小規模のスケールであっても事業性

を確保することができる。開発費用は、主に既存の英語版をビルマ語に翻訳することを想

定しているが、そのほかの現地化が発生することを見越して、開発費用を 2000 万円、人

件費を 1000 万円、合計 3000 万円と想定している。そのうち、純粋な開発費用にあたる

2000 万円への支援を得ると仮定して、下表の試算を行った。結果、ユーザー数が都市部

250 人、地方部 250 人、合計 500 人の規模であっても、最低限の事業 IRR を確保するこ

とができる。 

補助金等を得た事業として素早く事業を立ち上げ、中長期的にユーザーを増やしてい

くことで事業性を確保することが、現実的な方針であると考えられる。 

 

表 25 遠隔教育の事業採算性（開発補助 2000 万円、ユーザー500 人） 

 

  

単位：円
ケース①都市（学校向け） ケース②郊外（10人程度の塾・教室）

1IDあたりの売上 5000 2500

タブレット代/月 400 400

SIM使用料/月 300 300

Eラーニング会社へのRoyalty Fee/月 500 250

1IDあたりの代理店（学校・塾）の収入 750 1000

無形固定資産償却/月 250,000 250,000

諸管理費 500 250

IRR 24.2% 6.9%

事業IRR 15.5%

単位：円
ケース①都市（学校向け） ケース②郊外（10人程度の塾・教室）

1IDあたりの売上 5000 2500

タブレット代/月 400 400

SIM使用料/月 300 300

Eラーニング会社へのRoyalty Fee/月 500 250

1IDあたりの代理店（学校・塾）の収入 750 1000

無形固定資産償却/月 250,000 250,000

諸管理費 500 250

IRR 12.8% 3.0%

事業IRR 7.9%
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SMEサービスプロバイダー 小規模、中規模の事業を展開する 

ドナー 日本政府 マスタープランの策定支援 

各国政府 地方開発に係る支援 

国際機関 地方開発に係る支援 

 

 

5.1.2 マスタープランの対象エリア 

対象となるのは、ミャンマーにおける無電化エリア、弱電化エリアとなる。 

無電化エリアについては、国家電化計画において、系統接続の優先順位が低く、当面ナ

ショナルグリッドが到達しないエリアが想定される。 

 

 

図 52 NEP に示された系統接続の優先順位28 

 

 弱電化エリアに関して、その定義は明確ではないものの、「通信タワーにディーゼル発電

機が備え付けられているエリア」と近しい。タワー事業者はそのようなエリアを、弱電化地

域（Poor Grid）と分類しており、その分類を使用することができる。 

 

 

                                                   
28 NEP より 
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る初期費用の捻出」であった。持続的な財源が確保された公金を活用することで、遠隔教

育や遠隔医療といった公共サービスの活用が可能となり、中小ビジネスの展開も可能と

なる。結果として、コミュニティの生活水準は向上し、収入も増加していくことが想定さ

れる。 

 

 

5.1.7 既存政策との連携、補助金 

電力政策 60：20：20 モデル 

マイクログリッドの建設については、既存のDRDによる 60:20:20モデルと呼ばれる、

ミニグリッドの建設に必要な初期費用の補助金を活用することができる。一方、この支援

制度については、スピード感等の点で問題があることが指摘されている。また、世界銀行

からの拠出金を財源としているために、持続可能性という点では疑問が残る。60:20:20 モ

デルによって実現したミニグリッドの例を基に、後述する村落開発基金等に一本化する

形で、ミャンマー政府の財源によるミニグリッドやマイクログリッド支援が実現するこ

とが望ましい。 

第 3 章で述べたように、マイクログリッドを民間事業として実施することは経済的に

困難である。電力アクセスの確保は政府や電力セクターの役割と考えられ、マイクログ

リッドの建設費に必要な費用に対して補助金を充てることに正当性はある。また、ナショ

ナルグリッドの延伸に当面は経済性がないエリアでは、マイクログリッドの一部費用を

公的セクターが負担しても、ナショナルグリッドの延伸よりもコスト面でのメリットが

生じる。 

 

通信政策 USF 

通信政策においては、ユニバーサル・サービス・ファンド（USF）を活用することが考

えられる。第 2 章で述べたように、通信事業者の利益を財源とする USF は遠隔地におけ

る通信インフラ整備にはあまり活用されておらず、資金としては潤沢化している。この資

金を、マスタープランの普及に充てることも考えられる。例えば、提案している決済シス

テムの導入については、将来的な徴税システムとの紐づけ等に活用できる可能性がある。

徴税だけではなく、検討が進んでいるというミャンマー版マイナンバー制度と個人の

SIM の紐づけ等においても、デジタルインフラの普及との親和性が高い。単なる通信ア

クセスの向上ではなく、通信を活用した行政システムの整備という観点から、デジタルイ

ンフラの整備に USF の資金の活用余地はあると考えられる。 

 

村落開発法、村落開発基金 

2019 年に成立した村落開発法に基づく、村落開発基金については、電化や SME の育成

もスコープとしている。村落開発法とマスタープランの親和性が高いことは、NLD も認
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めるところである。課題は、基金の財源であろう。理想的には、ミャンマー政府が用意す

る財源を村落開発基金に充て、提案マスタープランの導入に必要な資金、特にマイクログ

リッドの建設補助制度を導入することが必要となる。 

財源については、電力料金に地方電化用のサーチャージを課す方法がある。これは一般

的な電力政策であり、新興国において導入されているケースもある。デジタルインフラの

浸透による効果を考えると、通信分野における USF を村落開発基金の財源の一部とする

ことも検討の余地がある。現状、様々な分野における補助金や基金のような仕組みを、村

落開発基金の財源として一元化し、提案マスタープランの普及を促進することを、NLD 等

に提案していきたい。 

 

 

5.1.8 ドナーの役割 

日本政府を含む、ドナーの役割としては、政策立案支援、パイロット事業実施、キャパ

シティービルディングによるマスタープランの政策への落とし込み、実現に向けた支援

を継続的に行っていくことが必要となる。 

世界銀行による 60:20:20 モデルのようなファイナンスの提供についても、初期段階に

おいては有効であろう。もっとも、ドナーからの支援に依存しすぎることは持続可能性と

いう観点から薦められない。理想的には、ミャンマー政府による財源確保が必要となるが、

そのステージに到達するまでの支援はドナーの役割となろう。 

具体的には、包括的な地方開発を目指す村落開発法と村落開発基金の成立に向けた支

援を続け、導入初期段階にはファイナンスの提供も行うことが求められる。 

 

 

 

5.2. 日本企業が有する関連技術や取組み状況の調査 

5.2.1 マイクログリッド 

適用可能な技術 

マイクログリッドについて、太陽光発電モジュールには一定の競争力がある。中国ブラ

ンドとの価格差を数%程まで縮めた日本ブランドの太陽光モジュールメーカーも出てき

ている。 

その他、インバーター、蓄電池、EMS 等は日本製品を取り扱う現地代理店も存在して

おらず、維持管理体制も構築されていないため、現時点では参入可能性が低い。 

 

マイクログリッド運営ビジネス 

マイクログリッドを構成する機器については、太陽光発電モジュールを除くと導入可

能性は低いものの、再生可能エネルギーを導入したグリッドを建設、保有し、運用するビ
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ジネスについては、実現可能性がある。東京電力と中部電力が参画し、アジアにおけるミ

ニグリッド、マイクログリッドビジネスを展開している GREENWAY GRID GLOBAL 

（GGG）という具体例もあるほか、日本の電力会社もミニグリッドやマイクログリッド

事業に興味を持っている。ミャンマーでは、京セラが現地企業との合弁企業を設立し、

DRD のミニグリッド支援スキームを活用した地方電化に取り組んでいる。 

地方部の電力料金は高額であり、電力需要の創出ができれば収益性の高いビジネスを

展開できる可能性がある。 

 

 

5.2.2 通信 

通信設備 

携帯電話については、ミャンマーだけではなく、グローバルな動向に左右される。アジア

を中心に存在感を占める中国勢も攻勢を強めている。4G までの段階では、日本企業による

参入可能性は低いと言わざるを得ないが、5G、6G 以降で日本の技術や製品が普及すれば、

地方部に次世代の機器を導入することでスマート化を促進という文脈での展開の可能性は

ある。 

 

通信タワー 

 通信タワー運営については、技術的な観点での参入可能性は低い。一方、双日の edotco

への出資をベースとした本件のように、通信タワーの運用コストの低減等の改善サービス

の提案は可能であり、日本企業の参入も可能である。通信タワー事業は、国境をまたいだ展

開を見せている。例えば、edotco はマレーシア資本であり、ミャンマー以外にもマレーシ

ア、バングラデシュ、カンボジア、スリランカ、パキスタンにおいてタワー事業を展開して

いる。ミャンマー国内だけでなく、アジアにおける通信タワー事業の動向に注視する必要が

ある。 

 

 

5.2.3 生活水準向上サービス 

遠隔教育 

デモンストレーションを行った、すららネットについては導入の需要があることが分

かった。既述の通り、すららネット単独だと公共教育への進出はハードルが高いために、

現地のスタートアップ等との連携が必要である。ミャンマーの公共教育については、JICA

が支援を行っており、算数は日本のカリキュラムをベースにした検討が進められている

ことから、すららネットとの親和性が高い。360ed と連携して教育プログラムを策定し、

算数はすららネット、英語と理科は 360ed というような役割分担を担うことが理想的で

ある。このように、日本の支援活動を整理した上で、親和性の高い分野における生活水準
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向上サービスの導入を図ることも可能である。 

 

遠隔医療 

現地のスタートアップは遠隔問診のレベルにある。所得の向上等に伴い、遠隔医療へとス

テップアップしていくと想定される。現時点では、日本で検討されている遠隔医療はオー

バースペックであり、スタートアップ等への出資を行い、ニーズに応じて日本の遠隔医療技

術の適用を目指すことになる。 

遠隔医療については、新興国からの「リバースイノベーション」の可能性もある。条件の

悪いミャンマーで発展する必要最小限、コストが安く、実装のハードルが低い、物流とも連

携している遠隔問診モデルが、先進国の地方に適用できる可能性がある。 

 

決済 

銀行系、携帯電話系と様々な決済サービスが存在しており、新たな決済サービスを立ち

上げるのは現実的ではない。 

新たな視点として、複数の決済サービスのいずれも利用が可能な、地方部向けの決済

ゲートウェーを構築することはできる。デジタルインフラが到達すると、まず決済ゲート

ウェーにアクセスし、様々な支払い等をキャッシュレスで行うようにする。コミュニティ

に支払うリース料金や、マイクログリッド建設に係る労務費等をこうした仕組みから支

払うことで、円滑な導入を図ることができる。 

将来的には、こうした仕組みを納税システムと連動させることで、より利用者を増加さ

せることもできる。日本がミャンマーの納税システムの支援を実施することがあれば、連

動することに現実味が出てくる。 

いずれにしても、ゼロベースではなく、既存の決済サービスの付加価値を挙げるような

取り組みに、参入可能性があると想定される。 

 

SME 

前章で述べたように、ゼロベースで SME を立ち上げることは現実的ではない。例えば、

日系のスタートアップが存在感を示すマイクロファイナンスの業務改善ビジネスや、弊

社が事業を行っている物流等を、遠隔地スマートビジネスに適用していくことは可能で

ある。 

SME については、スマートアグリ、物流等、地方におけるデジタルインフラと親和性

の高いスタートアップが登場している。地方開発と親和性の高いサービスへの出資によ

るプラットフォーム作りが効果的と想定される。 
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想定される。また、遠隔教育は遠隔地スマートビジネスにおけるエントリー戦略となり得

るものである。遠隔教育をきっかけに、様々なサービスを検討、導入することができるた

めに、ここに日系企業が参画することに大きな意義がある。 

 

決済システムの導入 

マスタープランにおいては、公金の管理と、コミュニティの住民を対象としたキャッ

シュレス決済を推奨している。これは、前項で示した「複数の決済サービスのいずれも利

用が可能な、地方部向けの決済ゲートウェーの構築」を意識したものである。既にキャッ

シュレス決済システムは確立された感があるが、それらを統合し地方向けにゲート

ウェーとして用意することを目指す。マスタープランの導入を見越して、ゲートウェー的

な仕組みを事前に作り上げ、実証事業等を行うことで優位性を発揮することができる。さ

らには、徴税システムとの紐づけ、マイナンバーとの紐づけ等ができれば、公共分野にお

けるビジネスに波及する可能性もある。 

 

カーボンクレジット 

CO2 排出削減量をモニタリングすることで、カーボンクレジットを創出することがで

き、ここに二国間クレジット制度（JCM）を活用できる可能性がある。具体的には、マイ

クログリッドにおいて、遠隔監視ができることを盛り込んでいるが、再生可能エネルギー

の発電量を正しくモニタリングすることで、CO2 排出削減量に基づくクレジットを発行

できる。ミャンマーと日本は JCM の構築に合意しており、提案マスタープランによる

CO2 排出削減量を定量化し、JCM クレジット化することも可能となる。 

マスタープランを、脱炭素政策と位置づけ、その定量化に JCM を活用することができ

る点を訴求することで、日本のプレゼンスを発揮することができる。 

 

事業・運営権対応型無償資金協力 

最後にマスタープランの導入に当たって、日本企業の参入を促すという観点から、事

業・運営権対応型無償資金協力等、日本政府による支援策を活用することも有効である。

ミャンマーにおけるミニグリッドに関しては、現状でも世界銀行の資金による補助金制

度が存在しているように、民間企業の資金のみでは事業の実現可能性が低い。既述の通り、

理想的にはミャンマー政府による補助金等の制度を整備すべきではあるものの、初期段

階においては、日本政府の支援を得て構想を現実化させていくことも有効な手法である。 
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図 59 無電化エリアの人口30 

 

続いて、上図は ASEAN の無電化地域における人口を示している。ミャンマーにおけ

る無電化地域の人口が突出していることが分かる。ラオスは人口が少ないために、無電化

地域に住む人口も少なくなっている。フィリピンとインドネシアについては、島しょ部を

中心に遠隔地に無電化地域が存在している。両国とも人口が多いため、マスタープランに

ついては一定の受容性があると想定される。 

ここで指摘しておきたいのが、無電化の定義である。ASEAN の遠隔地においては、

SHS（Solar Home System）と呼ばれる、住居の屋根に数百 W の太陽光発電パネルを設

置し、小型の蓄電池と組み合わせて LED による照明器具や携帯電話の充電が可能なキッ

トを導入し、費用を電力料金として徴収することで、電化したとみなす例がある。こうし

た SHS には一定の生活水準向上効果があるが、機器の導入等を伴う SME の展開はでき

ず、所得向上効果は限定的である。こうした、SHS のみが普及しているエリアにも、マ

スタープランの潜在的な普及可能性がある。また次に述べる弱電化地域も含めると、マス

タープランの適用可能性は更に高いと想定される。 

 

                                                   

30 United Nations, Regional Energy Trends Report 2020 Tracking SDG 7 in the 

ASEAN Region, 2020 
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EDL（ラオス電力公社）が独占しており、交渉が発生するとマスタープランの導入スピー

ドは遅くなってしまう。 

携帯電話について、加入率は 50%程度とかなり低くなっている。地方の通信制度を整

備する財源として、電気通信開発基金という制度があり、今後、加入者が増加する余地が

大きいという捉え方もある。一方、人口が少ないことに起因する市場規模の小ささという

課題は通信事業にも当てはまり、やはり優先順位は下げざるを得ない。 

 

 

図 61 ラオスの移動電話加入数及び加入率（2014-2018 年）35 

 

フィリピン 

フィリピンは、ASEAN 諸国の中では電力事業が比較的自由化されている国の一つであ

る。一方、南部や島しょ部を中心に、ナショナルグリッドが到達していないエリアも存在し

ており、ミニグリッドや SHS 等による電化が進められているエリアもある。発電事業は、

独立発電事業者（IPP）が中心であり、配電についても 250 の民間電力会社、120 の地方電

化協同組合、8 つの自治体が実施している36。一般的に、島しょ部を中心とした地方部の電

力事業は事業化しにくく、地方電化共同組合は民間企業が参入しないようなエリアで設立

されている。地方電化協同組合に対して、エネルギーコストを削減するような提案の受容性

は高いと想定される。エネルギー事業に関しての懸念点は、外資規制である。再生可能エネ

ルギーによる発電、送配電事業の外資比率は 40%となっている。発電や送配電設備を、地

方電化協同組合等にリースする手法等は検討可能とみているが、外資規制は大きな懸念点

である。 

また、ミンダナオ島等南部を中心とした地方開発は、政策優先度が高まっており、マス

                                                   
35 総務省「世界情報通信事情 ラオス」 

https://www.soumu.go.jp/g-ict/country/lao/index.html 
36 海外電力調査会「各国の電気事業（アジアの 9 か国・地域）フィリピン」より 

https://www.jepic.or.jp/data/asia05phil.html 
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タープランのようなモデルの受容性は高いと考えらえる。 

通信タワー事業者にとっても、島しょ部を中心とした遠隔地におけるエネルギーコスト

の削減は近年の課題であり、提案マスタープランとの親和性が高いと想定される。 

フィリピンの携帯電話市場も、加入率は 100%を超えている。現ドゥテルテ大統領の政策

により、携帯電話市場を外資へ開放する動きがみられ、タワー事業についても外資の参入へ

のハードルが下がっている。ミャンマーにおけるパートナーである edocto がフィリピンに

事業展開していることからも、マスタープランとの親和性が高いといえる。 

 

 

図 62 フィリピンの電化率37 

色が濃いエリアは電化率が低い 

 

 

                                                   
37 Total Electrification Strategy for 100% Household Electrification of the 

Philippines by 2022 

https://iorec.irena.org/-/media/Files/IRENA/IOREC/2018/Presentations-side-

events/IOREC2018SE9Total-Electrification-Strategy-for-100-Household-

Electrification-of-the-Philippines-by-

2.pdf?la=en&hash=8F8B69E8C23F035F595D39FBA49FED4F5B375D34 
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図 63 フィリピンの電化方針38 

赤色の部分は小規模グリッドを導入、緑色の部分は SHS 等を導入 

 

インドネシア 

インドネシアにおいては、パプア州、東ヌサトゥンガラ州等、東部の島しょ部において

電化率が低くなっている。電力について、発電、送配電とも PLN（国営電力会社）によ

る独占状態にある。電力の供給について、PLN との協議が発生すると、ビジネス化に向

けた交渉が長期化するリスクがある。特に弱電化地域では、タワー事業者は PLN より電

力供給を受けており、その既得権衛を侵すような提案については、様々な障壁が発生する

                                                   
38 Total Electrification Strategy for 100% Household Electrification of the 

Philippines by 2022 

https://iorec.irena.org/-/media/Files/IRENA/IOREC/2018/Presentations-side-

events/IOREC2018SE9Total-Electrification-Strategy-for-100-Household-

Electrification-of-the-Philippines-by-

2.pdf?la=en&hash=8F8B69E8C23F035F595D39FBA49FED4F5B375D34 
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可能性がある。 

一方、電化率が低いエリアにおいては、PLN が SHS を配布することで電化率を高めよ

うとする取り組みも行われている。既述の通り、SHS による生活水準向上サービスへの

貢献は限定的であり、提案マスタープランが普及する余地はあると想定される。 

 

 

図 64 インドネシアの地方電化率（2017 年）39 

 

インドネシアの携帯電話市場を見ると加入率は 100%を超えている。通信タワー事業者を

見ると、Protelindo、Tower Bersama、Mitratel の 3 社が半分程度のシェアを有している。

25%程度は通信キャリアが保有しているが、通信キャリアはタワー資産を売却する傾向にあ

るため、通信タワー事業者の存在感は高まっていくと考えられる。島しょ部を中心とした地

方部の弱電化、無電化地域における通信タワーでは、ミャンマーと同様に電力コストの削減

が課題となっていることが想定され、一定の受容性があると考えれれる。マスタープランに

賛同するようなタワー事業者と連携できるかどうかがカギを握る。また、インドネシアの通

信タワー事業については外資の参入が禁じられている。こうした外資規制が緩和されてい

けば、インドネシアも有望な市場とみなすことができる。 

 

                                                   
39 エネルギー鉱物資源省ウェブサイト 

https://www.esdm.go.id/assets/media/content/content-rasio-elektrifikasi.pdf 
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図 65 インドネシアの通信タワー保有者と保有数40 

 

 

 

  

                                                   
40 Tower Xchange ウェブサイト 

https://www.towerxchange.com/indonesia-is-hot-again/ 
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第7章. マスタープラン等の実現性を高めるための提案 

7.1. ミャンマーにおけるマスタープラン等の実現性を高めるための提案 

7.1.1 提案マスタープランの特徴 

ミャンマーでは、地方電化における 60：20：20 モデル、通信政策における USF、村

落開発法に基づく村落開発基金が検討されている。一方、こうした地方開発に関する政策

の連携が課題となる。地方開発は電力、通信、社会開発が複合的に関連するものである。

電化率を上げても、電力を活用したサービスや所得を向上させる取り組みが伴わなけれ

ば、経済発展にはつながらない。通信も同様、通信ネットワークを充実させるだけではな

く、活用方法が伴わなければならない。既存の地方開発に欠如している点を、当マスター

プランのような包括的な取り組みによってカバーすることができる。 

村落開発基金は、日本が策定に携わっていることもあり、当マスタープランの導入に必

要な基礎インフラや、生活水準向上サービスの導入に必要な初期費用の一部を支援する

こと等を盛り込むことは可能と考えられる。 

 

 

7.1.2 NLDとの協議 

概要 

2021 年 1 月にクーデター前に政権を担当していた国民民主連盟（NLD：National 

League for Democracy）において、村落開発法を担当する中央経済委員と協議する機会

を得た。 

提案マスタープランの骨子を示したところ、中央経済委員会からは村落開発法との親

和性が高いという点では賛同を得た。ミャンマー側としては、村落開発基金（RDF）の資

金についても日本からの拠出に期待していることも伺い知ることができた。また、提案マ

スタープランを、村落開発法のモデルケースとし、Ayeyarwady におけるパイロット事業

の実施を強く推薦された。具体的なステップとして、ステークホルダーミーティングの実

施を検討していくことも同意された。 

ここで明らかになったのは、１．ステークホルダーの特定と、２．基金の拠出を含めた

日本政府からの支援である。 

 

ステークホルダーの整理 

１．ステークホルダーについては、NLD によると以下のような省庁、機関が想定され

る。こうした省庁や機関への説明機会を設けて、マスタープランに同意いただくことがで

きれば、マスタープランの実現性は高まると考えられる。 
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方開発を実現できるものとして、ASEAN 諸国の地方部に導入することが可能である。 

展開方法として、ミャンマーにおける実績を基に各国の実情に即したモデルを構築し

ていくこともできるが、日本の主導によって、様々な国際機関等との連携可能性を図って

いきたい。ASEAN 事務局やアジア開発銀行等と連携し、当マスタープランを ASEAN や

アジア地域における地方部開発のベストプラクティスとして紹介し、ファイナンスを含

めて導入支援策を展開することは可能である。もっとも、個別論としては、各国における

通信タワー事業者や携帯電話キャリアの方策、政府の電化や通信インフラを含む地方開

発方針を基に、慎重に事業展開を検討する必要があることは指摘しておきたい。が、

ASEAN のような多国間枠組みや国際機関を通して、マスタープランの優位性等を訴求し

ていくことには一定の効果があることには間違いない。 

 

アジアだけではなく、南アジア、そして最後のフロンティアといわれるアフリカにおい

ても、当マスタープランの適応可能性は高いと考えられる。世界銀行、アフリカ開発銀行

等の国際機関と連携したエリア的な広がり、GSMA や ITU（国際電気通信連合）等の通

信分野における国際機関との連携、国連機関による地方開発プログラムとの連携によっ

て、マスタープランを展開していくことができる。 

例えば通信の業界団体である GSMA は「Mobile for Development41」というプログラ

ムを実施しており、通信と開発との連携を志向している。こうした活動は SDGs 等の国

際的な潮流と一致するものであり、通信タワー事業者や携帯電話キャリアにおいて、マス

タープランのような取り組みへのニーズが高まっていくと考えられる。当マスタープラ

ンを、通信タワーをアンカーテナントとした好事例と捉えて、GSMA を通して通信タワー

事業者にアピールすることが可能である。 

また、ITU では ICT 産業が 2030 年までに温室効果ガスの排出量を 45%削減すること

を掲げている42。通信業界においても、脱炭素を目指した取り組みがますます進展すると

考えられるなか、無電化や弱電化地域におけるディーゼル発電機を再生可能エネルギー

に代替していく動きは活発化すると想定される。GSMA と同様に、SDGs への貢献も注

目されるであろう。 

提案マスタープランは、こうした世界の潮流である、脱炭素、SDGs とも親和性が高い

取り組みである。ミャンマーにおける展開をきっかけに、ASEAN そしてそのほかのエリ

アへと波及していく、ある種の普遍性を備えたものである。個別の国における事業環境を

調査し、導入可能性を伺うとともに、国際機関等とも連携し、当マスタープランの価値を

喧伝するような取り組みも進めていきたいと考える。 

                                                   
41 GSMA ウェブサイト 

https://www.gsma.com/mobilefordevelopment/m4dutilities/ 
42 ITU ウェブサイト 

https://www.itu.int/en/mediacentre/Pages/PR04-2020-ICT-industry-to-reduce-

greenhouse-gas-emissions-by-45-percent-by-2030.aspx 
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報告書の題名 令和２年度質の高いエ
ネルギーインフラの海外展開に向けた
事業実施可能性調査事業（ASEAN諸国
等における無電化／弱電化地域及び島
嶼部への分散型スマートインフラ導入
マスタープラン策定及び水平展開に関
する調査）

受注事業者名 双日株式会社

初期費用

タイトル
通信タワーの電力供給源

ミャンマーにおける主要な決済システム

事業評価
遠隔教育のビジネスモデル

初期費用
マイクログリッド事業スキーム

収益
維持管理費用

二次利用未承諾リスト

委託事業名 令和２年度質の高いエネ
ルギーインフラの海外展開に向けた事
業実施可能性調査事業

遠隔教育の収入想定
遠隔教育の事業採算性（ユーザー3,000人）
遠隔教育の事業採算性（開発補助2000万円、

ユーザー500人）




